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まちづくりの目標 評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )

施策 電話番号

基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）

令和 年度（ 年度決算分）6 5

市民と行政がともに力を発揮できるまち

参画・協働によるコミュニティの再生

地域コミュニティの自立・活性化

コミュニティ活動の支援

地域まちづくり交付金事業

市民局

協働コミュニティ推進課

087-839-2277

市

平成 年度～28 令和 年度5

一般重点 ②ソフト事業（法律による実施義務無）

　地域コミュニティ協議会が主体的に行うまちづくり活動を支援し、住民自治及び市民と行政との協働による地域自らのまちづ
くりを推進するため、地域コミュニティ協議会に対して、地域の各種事業・団体に交付される補助金を一元化して交付する。
　主体的・積極的なまちづくりの促進とコミュニティ活動を担保するための新たな財源とし、使途について地域に裁量権を付与
することで、「地域自らのまちづくり」の機運を醸成し、地域の自立を促進するものである。
　平成２６年度には、交付算定基準を変更するとともに、敬老会事業の在宅者分事業費を一元化した。
　平成２９年度には、課題解決応援加算を創設した。令和６年度から、事務局体制支援事業補助金を統合した。
　地域コミュニティ協議会数　４４

年度6
均等割、人口割、面積割等、地域まちづくり交付金交付要綱に基づく地域まちづくり交付金を交付
地域コミュニティ協議会事務局に係る人件費を補助

　市内全域の４４地域コミュニティ協議会

　一元化した交付金を地域コミュニティ協議会に交付することによって、地域コミュニティ協議会の裁量で交付金
配分し、主体的に地域の課題に取り組むことができる。

R3 R4 R5 R6 R5

補助金交付件数 件 44 44 44 44 44

コミュニティプランの見直し率 ％

R3 R4 R5 R6 R5

100 100 100 100 100

77.3 84.1 86.4

　各地域コミュニティ協議会における課題や
特性に合った事業が実施できるよう、コミュ
ニティプラン見直しの支援に努め、見直しの
実施を行った地域があったが、会議等を開催
できない地域もあったことから、見直しが進
まない地域もあり、目標達成に至らなかった
。

86.4%

点30

R3 R4 R5 R6 R5

令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（決算）5 令和 年度（予算）6

292,916 295,536 299,794 770,131

283,856 285,058 289,256 759,593

9,060 10,478 10,538 10,538

Ｂ 統合

　今後、地域にとってより使いやすい交付金制度によるよう、地域コミュニティ協議会や関係各所の意見を踏まえながら検討していくととも
に、令和５年度事務局体制強化支援事業補助金を見直し、同交付金に統合することで常勤職員人件費を一元化したこともあり、引き続き、各
地域の事業の実施状況などを共有する機会を設けていく。また、会計処理や事業内容について、今後も市が行う検査や指導を通して適切な支
援を継続して行っていく。

　今後、地域コミュニティ協議会や関係各所の意見を踏まえつつ、地域側の成熟度の向上を見据え、地域にとってより使いやすい、地域が住
民に説明責任を果たせる交付金制度を検討していく必要がある。



H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R 8
0

200

400

600

800

H31 R 2 R 3 R 4 R 5 R 6 R 7 R 8
0

1

まちづくりの目標 評
価
担
当

局名

政策 課 室 名( )
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基本事業 事業実施主体
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【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）

令和 年度（ 年度決算分）6 5

市民と行政がともに力を発揮できるまち

参画・協働によるコミュニティの再生

地域コミュニティの自立・活性化

コミュニティ活動の支援

コミュニティ推進事業

市民局

協働コミュニティ推進課

087-839-2277

市

平成 年度～28 令和 年度5

②ソフト事業（法律による実施義務無）

　一般社団法人高松市コミュニティ連合会への運営補助金の交付、地域コミュニティに携わる人材育成を目的とした人材養成事
業の実施、コミュニティ活動備品の整備などを行い、地域コミュニティの自立と活性化を図るもの。

年度6
①一般社団法人高松市コミュニティ連合会の活動支援等
②地域コミュニティ人材育成研修等の開催

　一般社団法人高松市コミュニティ連合会、各地域コミュニティ協議会、地域コミュニティ関係者

　地域コミュニティ協議会及びその連合体である一般社団法人高松市コミュニティ連合会の組織を強化し、地域コ
ミュニティの自立と活性を図るほか、高松市コミュニティ連合会と連携し、地域コミュニティの人材育成に取り組
む。

R3 R4 R5 R6 R5

講演会等の開催回数 回 2 13 14 0 10

講演会・講習会の参加者数 人

R3 R4 R5 R6 R5

410 410 410 0 410

185 560 392

　令和４年度より、コミュニティ連合会と連
携し、地域コミュニティの人材育成を目的に
、役職別研修や協議会事務に係る研修などを
実施し、２年目となり概ね目標値を達成する
ことができた。

95.6%

点33

R3 R4 R5 R6 R5

令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（決算）5 令和 年度（予算）6

42,087 46,714 52,529 40,005

29,252 33,991 39,733 27,209

12,835 12,723 12,796 12,796

Ａ 改善継続

　令和４年度から、コミュニティ連合会と連携し、地域コミュニティの人材育成を目的とした各種研修を実施した。初めての研修メニューも
多かったが、想定以上の参加者数であった。研修参加者からの意見を参考に、今後も継続して実施していく。

　昨年度に引き続き、一般社団法人高松市コミュニティ連合会と協議しながら、地域コミュニティ人材育成研修の企画・実施を行っていく。
　また、協働推進員制度や市政出前ふれあいトークなどを利用して、地域コミュニティの理解促進や地域へのサポート体制強化を図っていく
。
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基本事業 事業実施主体

事務事業 事業期間

【事業全体概要】

重点取組事業 市長マニフェスト 事務事業の類型

【事業の目的】

対象（何を）

意図（どのような
状態にしたいか）

【事業の活動】

活動指標名（具体的にどのような活動をしたか） 単位

①

②

【事業の成果】

成
果
指
標
①

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

成
果
指
標
②

成果指標名（どのような成果が得られたか） 単位

成果指標の達成度（目標に対してどれだけ達成できたか）

（目標達成度）

（目標達成度）

高松市事務事業評価表 【事中・事後評価】

中期目標

中期目標

中期目標

総
合
計
画
体
系

概要

事
業
の
概
要

種別

目標値

実績値

種別

目標値

実績値

（達成度）

（達成度）

【コストの推移】

指標名 単位

トータルコスト 千円[ ]

事業費( ) 千円[ ]

職員人件費( ) 千円[ ]

【評価】

評価ランク 今後の方向性

【昨年度の実施状況と課題】（評価ランクの結果に対する理由などを分析して記入）

【今後の事業方針】（評価ランクの結果を受けて、上記課題に向けた今後の方針を具体的に記入）

（Ａ～Ｄ） （拡充、継続、改善継続、縮小、廃止）

令和 年度（ 年度決算分）6 5

市民と行政がともに力を発揮できるまち

参画・協働によるコミュニティの再生

地域コミュニティの自立・活性化

コミュニティ活動の支援

自治会再生支援事業

市民局

協働コミュニティ推進課

087-839-2277

市

令和 年度～2 令和 年度5

一般重点 ①3- ②ソフト事業（法律による実施義務無）

　地域コミュニティの中心的役割を担う自治会の活動を支援することで、地域の連帯感を取り戻し、地域みずからのまちづくり
を目指す。
　自治会の在り方等検討プロジェクトチームで検討された自治会支援策を踏まえて、地域と行政とで共に自治会再生に向けた新
たな取組みを実施し、自治会のみならず、地域コミュニティの再生を目指す。

年度6
①研修
②ＰＲ
③企業表彰
④マイタウン・サポートリーダー
⑤自治会実態把握調査【 ・ のみ】R4 R5

各地区（校区）連合自治会及び単位自治会、高松市コミュニティ連合会

単位自治会の再生
各地区（校区）連合自治会及び単位自治会の活性化

R3 R4 R5 R6 R5

市政出前ふれあいトークの開催回数 回 3 9 5 0 10

自治会加入率 ％

R3 R4 R5 R6 R5

62.4 62.4 62.4 0 62.4

53.8 52.7 51

　自治会の加入促進策に取り組んだが、加入
率の減少に歯止めが効かなかった。 81.7%

点28

R3 R4 R5 R6 R5

令和 年度（決算）3 令和 年度（決算）4 令和 年度（決算）5 令和 年度（予算）6

18,120 19,275 18,951 18,633

0 1,313 886 568

18,120 17,962 18,065 18,065

Ｂ 拡充

　自治会の在り方等検討プロジェクトチームにおいて取りまとめられた最終報告書に基づく新たな自治会再生支援施策として、自治会実態把
握調査事業及びマイタウンサポートリーダー事業を実施した。今後は支援施策を実施する地域を増やし、地域において自治会加入率の増加に
向けた自治会の再生及び活性化について検討する必要がある。

　地域での防犯・防災対策や高齢者・子どもの見守り活動など、自治会の必要性を周知するなど、自治会加入を啓発するとともに、自治会の
在り方等検討プロジェクトチームからの検討結果を踏まえ、今後の自治会の再生及び活性化に向けた新たな施策を実施する。
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